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はじめに  
  

宮崎県産業教育審議会は、平成３１年２月１５日に「これからの本県産業教育の在り方」について
の答申を県教育委員会に提出した。本答申では、社会情勢の変化等に的確に対応する本県産業
教育、地方創生に資する人材を育成する本県産業教育について意見した。答申を受けて、各専門
高校においては、これまでの知識・技術の習得が中心であった授業から、企業等と連携した商品
開発、地域での販売実習、地元企業による技術指導など、実践的・体験的な授業に取り組む学校
が少しずつ増えてきた。 

しかし、令和２年初頭、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により、人々の生活様式や経
済活動は劇的に変化した。教育現場においても、対面授業の制限、実習やインターンシップの中止、
オンライン授業の急速な導入など、従来の学びの形が大きく変化した。こうした状況の中で、産業界
と教育界の双方において新たなパラダイムシフト※１が進み、従来の価値観や手法では対応しきれな
い課題が浮かび上がった。 

産業界では、デジタル技術の革新が加速し、ＥＣや遠隔医療などのオンラインサービスや、MaaS※２

と呼ばれる新しい交通サービスなどが拡大している。加えて、サステナビリティやＣＳＲ、ＥＳＧの視点
が事業活動の中核となり、ＳＤＧｓやＤＸ、ＧＸ※３が経営の重要な取り組み事項となった。また、労働環
境においても変革が進み、生成ＡＩ※４の活用による業務の効率化、リスキリング※５の推進、従業員の
エンゲージメントの向上、ウェルビーイング※６などが企業の喫緊の課題となっている。一方で、デジタ
ル化の進展に伴い、サイバーセキュリティやデータ管理の強化・高度化、デジタル人材の育成といっ
た新たな課題も顕在化している。 

教育界においても、ＩＣＴを活用した教育が急速に進展し、デジタル教材の活用、遠隔・通信教育等
の発展が見られるようになった。また、アントレプレナーシップ教育※７や探究学習、グローバル対応力
の育成が重要視されるとともに、個別最適な学びと協働的な学びを充実させた、学習者主体の教育
が求められるようになった。さらに、学習指導要領では、産業構造等の変化に対応するため、それぞ
れの専門分野で真に必要とされる教育内容に精選し、新たに求められる教育内容・方法を取り入れ
ることが重要であると示されており、教育内容や方法の見直しが求められている。 

こうした社会情勢の中、宮崎県産業教育審議会は、令和６年８月２２日に、宮崎県教育委員会から、
「新たな時代を切り拓く産業教育の在り方」について諮問を受け、本県産業教育の今後の方向性に
ついて審議を進めてきた。審議にあたっては、様々な視点から意見をいただくため、学識経験者をは
じめ、産業・行政・学校関係者の１２名の審議委員に、１２名の専門委員を加えて、令和６年８月から３
回の審議会と５回の専門委員会を開催し、協議・検討を重ねてきた。このたび、結論が得られたので、
審議の結果をここに答申する。 

ＶＵＣＡ※８の時代といわれる、予測困難な状況に対応できる力を備えた人材を育成するためには、
本県産業を牽引する職業人の育成、魅力ある学校・学科のブランディングという視点を軸に、学校や
学科の垣根を超えた産業教育全体の連携と発展を図ることが重要であると考える。本県は、専門学
科の比率が全国で最も高く、これまでその時代の要請に応えながら、本県の産業を牽引する多くの
人材を輩出してきた確かな実績がある。本県の産業教育が、その特色をさらなる強みとして、本県の
明るい未来の創造に資することを真に期待する。 
 

 

 

 

※１【パラダイムシフト】時代や社会において、常識的な考え方の枠組みが、確定的、劇的に大きく転換すること。 
※２【MaaS】Mobility as a Service 移動時に利用される複数の交通手段をひとつのサービスとして統合し、一元的に利用できるようにするという

概念のこと、および、そのような交通システムや交通サービスのことを意味する表現 
※３【ＧＸ】グリーントランスフォーメーション。化石燃料由来のエネルギーを中心とする社会からクリーンエネルギーを中心とする社会への転換による社

会経済システム全体の変革を意味する言葉（脱炭素化社会の実現）。「カーボンニュートラル」を包括する大きな概念 
※４【生成ＡＩ】あらかじめ学習したデータをもとに、画像・文書・音楽・デザインなどを新たに作成する人工知能（AI）の総称 
※５【リスキリング】新しいスキルや技能を新たに学びなおすこと、習得することを幅広く意味する表現 
※６【ウェルビーイング】身体的、精神的、社会的に良好であることを示す言葉 
※７【アントレプレナーシップ教育】自ら社会課題を見つけ、課題解決に向かってチャレンジしたり、他者との共同により解決策を探究したりすることが

できる知識・能力・態度を身につける教育 
※８【VUCA】Volatility（変動性）・Uncertainty（不確実性）・Complexity（複雑性）・Ambiguity（曖昧性）という４つの英単語の頭文字を組み

合わせて生まれた造語。変化が激しく想定外のことが起こりやすい世界情勢のために将来の予測が困難な状態のことを意味する。 
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宮崎県産業教育審議会概要 

１ 諮問事項 

  新たな時代を切り拓く産業教育の在り方について 
 
 
２ 諮問理由 

（１）新しい時代の要請に応じ、産業界・教育界のパラダイムシフトに対応する必要がある。 
（産業界） 
  ①オンラインサービスの普及、電子商取引の拡大などデジタル化が加速 
  ②ＳＤＧｓやＧＸ等、持続可能性と環境へ配慮したビジネスの展開 
  ③ソーシャルビジネスを活用したマーケティング等、顧客との関係性が変化 
  ④生成ＡＩの活用による業務効率化・自動化、リスキリング等働き方改革の推進 
（教育界） 
  ①デジタル教材の利活用や遠隔・通信教育の普及 
  ②探究学習やアントレプレナーシップ教育の導入 
  ③グローバル対応力の育成 
  ④生徒・教師のウェルビーイングの実現 

  （２）本県産業教育の現状と課題について、共通認識と対応策を講じる必要がある。 
      ①人口減少に伴う入試の低倍率化 
      ②就学支援金制度拡充による私立高校や広域通信制高校への進学者が増加 
      ③最新のデジタル機器等に対する指導者側のスキル不足 
  （３）ＶＵＣＡの時代に対応すべくこれまでにない新しい産業教育の在り方を示す必要がある。 
      ①創造力や探究的能力、アントレプレナーシップの育成等、実践的かつ柔軟な教育プロ

グラムの展開を図ることが重要 
      ②学校や学科の垣根を超えた協働的学習の展開 
      ③幅広い分野に触れる機会の創出 

 
 
３ 答申の概要 

視点１ 地域の課題に当事者意識を持って学び続ける生徒の育成 
視点２ 持続可能で新たな産業教育を実践するための魅力ある学科や学校づくり 
 
１ ＶＵＣＡの時代に対応できる力を身につけるための産業教育の在り方 
  （１）産業界が求める人材と必要とされる資質・能力 
  （２）行政・産業界・地域と連携した地域社会に貢献する人材の育成 
２ 宮崎県を牽引する職業人に求められる資質・能力の育成 
  （１）創造力や探究的能力、アントレプレナーシップ等の育成 
  （２）ＡＩを含むデジタル機器の利活用とデジタルスキルの育成 
  （３）グローバルな視点を持ち、持続可能な未来を創るリーダーシップの育成 
３ 宮崎県ならではの魅力ある学校（学科）のブランディング 

（１）柔軟な教育プログラムとカリキュラム・マネジメント※９の検討 
  （２）学校や学科の垣根を越えた協働的な学びの促進 
 （３）産業教育の存続とＰＲ 

 

※９【カリキュラム・マネジメント】「社会に開かれた教育課程」の理念の実現に向けて、学校教育に関わる様々な取り組みを、教育課程を中心に据え
ながら、組織的かつ計画的に実施し、教育活動の質の向上につなげていくこと。 
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Ⅰ 本県産業教育をめぐる現状と課題 

  １ 本県産業教育の現状  

 

 

 

 

 

 

 

 

本県の県立高等学校は、普通科、専門学科、総合学科に大きく分類される。専門学科では、専

門科目を中心とした教育を行っており、単なる知識や技術の習得だけではなく、実践の中で学ん

だことを通じて、社会に貢献する人材を育成する産業教育が行われている。県立高等学校の一部

の普通科や総合学科においても、選択等で専門科目を学ぶことができる。 

令和６年度入学生の募集があった県立高等学校全日制の専門学科は、農業科６校１６学級、

工業科７校３１学級、商業科８校２６学級、水産科１校３学級、家庭科６校６学級、福祉科４校４学

級である。また、定時制については、工業科１校３学級、商業科３校３学級である。 

学科の設置に関しては、普通科と専門学科の募集定員の比率が全国平均の約７：３に対して、本

県は約５：５であることが特徴である。これまでに、少子化に伴う統廃合や学級減となった学校はあ

るものの、他県と比較しても専門学科の比率が高い。 

卒業後の進路について、令和５年度専門学科の卒業生の就職の傾向は、工業科と水産科は就

職する生徒が多く、また、県外への就職が多い。それ以外の学科に関しては、就職と進学をしてい

る生徒は約半分ずつの状況であり、県内に就職している割合が多い。一方、商業科、家庭科、福

祉科に関しては、就職よりも進学が上回っている状況にある。専門学科の進学の傾向は、大学や

短期大学へ進学する生徒もいるが、専修・各種学校へ進学する生徒がほとんどである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本県の県立高等学校には、農業、工業、商業、水産、家庭、福祉の職業に関する学科（以下、専

門学科とする）が設置されている。 

○令和６年５月１日現在で、本県の県立高等学校学科別生徒数の割合は、普通科４１．６％、専門

学科４５．８％、その他の専門学科９．８％、総合学科２．８％である。（全国では、普通科７４．１％、

専門学科１６．９％、その他の専門学科３．６％、総合学科５．４％） 

○令和５年度の県立高等学校専門学科卒業生の進路状況は、就職が約４７％、大学・短期大学

等への進学が約２２％、専修・各種学校等への進学が約２９％となっている。 

(出典)文部科学省「令和６年度学区基本統計」および宮崎県教育委員会「令和６年度版宮崎県の教育」 
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２ 本県産業教育の課題 

 

 

 

 

令和６年度の県立学校入学者状況を見ると、専門学科を設置している全日制高校２２校７３学

科のうち、半数以上の３７学科で定員が未充足となっている。また、各専門高校における教育活動

は、素晴らしい取組を実践しており、情報発信を行っているものの、情報を届ける仕組みや受け手

に届く効果的な伝達経路の確立に課題があるため、専門学科同士はもちろん、小中学校へその

情報がうまく伝わっていない現状もある。 

学科名に関して、水産科、家庭科、福祉科はそれぞれ１学科ずつ設置されているが、農業科は

１３学科、工業科は１７学科と学科数が多く設置されており、学科名から具体的な学びの内容を把

握するのが難しい場合がある。なお、商業科に関しては、学習内容の見直しと、中学生とその保護

者及び地域住民に、商業教育の内容や取り組みの認知を高めることを目的に、令和４年度に学

科改編を行い、従来の学科（商業科、経営情報科、会計科、経営科学科、流通経済科、国際経済

科）から、現在の商業マネジメント科、情報ソリューション科、グローバル経済科（宮崎商業高校の

み）の３学科に改編を行った（学科改編前に妻高校は情報ビジネスフロンティア科として商業科を

新設。） 

教員の指導力向上については、各教科の研究会や研修会において研鑽が積まれてきているが、

教員採用試験で採用される専門学科の教員は毎年若干名であるため、若手教員に対して、長年

の経験で培ってきた熟練した技術の継承が難しい状況にある。また、学校現場においては、ＤＸに

対応した最先端の施設・設備等が導入されており、今後はそれらを活用した授業を展開していか

なければならない。これからの産業教育に携わる教員は、常に最新の情報を入手しながら研鑽を

積み、時代の変化に対応した高い知識と技術を身につける必要がある。そのためにも、先端技術

を扱う産業界や高等教育機関との連携は必要不可欠であり、今後は、関係機関と学校をつなぐ

役割を担う教員として、コーディネート力・ファシリテーション力・マネジメント力等のスキルの向上

がさらに必要となってくる。 

○人口減少に伴う高校入試の低倍率化 

○学科数の多さと学科名の複雑さにより学科名から学習内容を把握することが困難 

○教員の専門性及び教科指導力の向上と先進的な技術・技能を学ぶ機会の創出 

卒業生 ４８７名 

卒業生 ９６４名 

卒業生 ８４４名 

卒業生 ５８名 

卒業生 １８４名 

卒業生 ７４名 
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Ⅱ ＶＵＣＡの時代に対応できる力を身につけるための産業教育の在り方 

１ 産業界が求める人材と必要とされる資質・能力 

 

 

 

 

 

 

 

現代の産業界では、専門知識を基盤としながらも、「考える力」「向上心」「適応力」「柔軟性」

「忍耐力」を兼ね備えた人材が求められている。さらに、職業人としての成長を支える「コミュニ

ケーション力」「情報収集力」「提案力」「創造力」の向上も重要視されている。加えて、ＡＩの利活

用が産業界において不可欠となる中、高校生の段階からＡＩの活用事例を学び、適切に使いこな

せる力を養うことが期待される。 

これらのニーズに応えるため、教育界では、ＡＩや最新のデジタル機器を活用したＩＣＴ※１０教育

の充実を図るとともに、探究的な学びや体験活動を強化し、実践的な学びを推進することが重要

である。また、高度な専門知識を有するスペシャリストの育成を目指しつつ、幅広い分野に触れる

機会を増やし、総合的な視野を持つジェネラリストとしての資質を養う教育も求められる。 

産業界が求める多様な能力を備えた人材を育成するために、教育界と産業界がより一層連携

し、実践的な学びの機会を提供していくことが今後の課題となる。 

 

２ 行政・産業界・地域と連携した地域社会に貢献する人材の育成 

 

 

 

地域社会に貢献する人材を育成するには、地域の課題に気づき、当事者意識を持って解決策

を考え、実践するプロセスを経験することが大切である。そのためには、各教科・科目の特性を活

かしながら、行政・産業界・地域と連携し、課題解決を目的とした学びを積極的に導入することが

求められる。こうした実践的・体験的な学習活動は、生徒の理解を深めるだけでなく、課題解決能

力の向上や学習意欲の向上にも繋がると考えている。 

この連携を円滑に進めるためには、キャリア教育コーディネーター※１１との協力関係を強化し、教

員と行政・産業界・地域団体が対話できる場を設けることが重要である。さらに、校内において連

携の基盤を整備するとともに、経済団体などの外部機関と協力し、校内での講師派遣研修や教

員の現場体験研修等の企画を通じて、教員の専門性を高めることも有効な手段であると考える。  

また、宮崎県産業教育振興会は令和７年３月現在で、３７８社の会員企業を有している。今後、産

業界や地域との連携を検討する際には、会員企業と各専門高校の繋がりを強化していくことも有

効な手段であると考える。 

このように、教育の現場において、教師自身がスキルアップしながら、行政・産業界・地域と連携

した学びを推進することで実践的な学びの場が充実し、地域社会に貢献できる人材の育成に繋

がるのではないかと考える。 

【産業界が求める人材のキーワード】 

  ・コミュニケーション力が高い人材 

  ・情報収集を行い判断や提案等ができる人材 

  ・「考える力」「向上心」「適応力」「柔軟性」「忍耐力」のある人材 

  ・創造力のある人材 

  ・専門分野以外の知識や技術を兼ね備えた人材 

○教師のスキルアップと合わせて、積極的に行政・産業界・地域と連携した学びを導入 

○研修等を企画するなど、企業や関係機関、各種諸団体と教員が対話できる場を設定 

※１０【ＩＣＴ】Information and Communication Technology 情報通信技術のことで、通信を使って、デジタル化されたデータをやりとりする
技術や、活用方法のこと。 

※１１【キャリア教育コーディネーター】地域社会が持つ教育資源と学校を結びつけ、児童・生徒等の多様な能力を活用する場を提供すること通
じ、キャリア教育の支援を行うプロフェッショナル 5



Ⅲ 宮崎県を牽引する職業人に求められる資質・能力の育成 

  １ 創造力や探究的能力、アントレプレナーシップ等の育成  

 

 

 

創造力や探究的能力、アントレプレナーシップなどの力を身に付けるためには、教員が一方的

に課題を与えるのではなく、生徒が自ら情報を収集し、課題を設定する仕組みを作ることが重要

である。そのためには、普通教科と専門教科を横断的に学びながら、「総合的な探究の時間」や

「課題研究」と組み合わせ、継続的に探究活動に取り組める環境を整える必要がある。 

その過程においては、行政・産業界・地域住民・大学などと連携し、外部講師として積極的に招

聘することで、多様な視点から学ぶ機会を提供することができる。例えば、地域の事業者や起業家

から実際のビジネスモデルや経営の工夫を学ぶ、行政と協力して地域課題の解決策を考える

ワークショップを開催するなどの取り組みが考えられる。こうした外部との連携は、生徒の学びを深

めるだけでなく、教員のスキルアップにも繋がる。 

また、本県を牽引する職業人を育成するためには、「儲ける力」「稼ぐ力」を身につけることも不

可欠である。そのためには、「金融リテラシー※１２」「ファイナンシャルプランニング※１３」「経済学・経

営学」「コスト意識・管理」など、金融経済に関する知識を体系的に学ぶことが重要となる。お金に

関する正しい知識を持つことで、自らの選択肢を理解し、適切な判断を下す力が身につき、「儲け

る力」「稼ぐ力」が養われる。 

金融経済教育の実践にあたっては、経済の変化に対応するために、専門家を外部講師として招

き、講話や実践的なワークショップを継続して実施することが有効である。一方で、経済の原理原

則など変わらない要素については、公民科や家庭科の授業で横断的に取り扱うことも考えられる。

各学校においては、各教科・科目の内容を再確認し、相互に連携できる分野を整理しながら、学

校全体で継続的に取り組むことが求められる。 

 

２ ＡＩを含むデジタル機器の利活用とデジタルスキルの育成 

 

 

 

現在、地域社会の生産性や利便性を飛躍的に高めるＤＸの推進が、行政・産業界・教育機関等

のあらゆる分野において求められている。例えば、行政ではＡＩを活用した住民サービスの効率化、

産業界ではＩｏＴ※１４を活用したスマート農業・スマート水産業や製造業の自動化、教育機関ではオ

ンライン学習プラットフォームの導入が進んでいる。今後、高い専門性を持つデジタル人材は一層

必要とされており、各専門学科においては、ＤＸの推進に対応できる専門知識・技術の習得が求

められている。 

 

 

 

 

 

○専門性の高い職員の育成や外部講師の招聘 

○総合的な探究の時間や課題研究の内容に継続と広がりを持たせるような体制づくり 

○地域や学校、学科の垣根を越えた遠隔・通信教育の実施 

○行政や産業界と連携したデジタルスキルの育成 

※１２【金融リテラシー】経済的に自立し、より良い生活を送るために必要なお金に関する知識や判断力のこと。 
※１３【ファイナンシャルプランニング】人生の夢や目標を叶えるために総合的な資金計画を立て、経済的な側面から実現に導く方法 
※１４【IoＴ】Internet of Things コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中に存在する様々な物体（モノ）に通信機能を持たせ、 

インターネットに接続したり、相互に通信したりすることにより、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行うこと。 
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例えば、農業分野ではドローンによる農薬散布やデータ分析を活用した生産管理、商業分野で

はＥＣサイト運営やデジタルマーケティング、工業分野ではＡＩを活用した生産ラインの最適化、水

産分野ではＡＩを利用した自動給餌システム等による養殖管理の高度化、家庭分野ではスマート

家電による家事効率化や食育アプリ等の活用による生活支援、福祉分野ではＡＩを活用した介護

ロボットや見守りシステム等の自立支援をサポートする取り組みも進んでおり、各々の専門知識に

加えてＤＸの推進に対応できる知識と技術が求められている。 

さらに、その知識と技術を活用して社会実装へと進めることができる人材も必要とされている。

デジタルスキルの強化のためには、各専門教科での学びに加えて、行政や産業界がもつ最新の

技術や情報に触れることで、生徒の学びを深めることが望ましい。例えば、行政と連携し、オープン

データを活用した課題解決プロジェクトを行ったり、産業界と連携して実際の業務データを用いた

データ分析実習を行ったりすることが考えられる。また、インターンシップ、企業見学、デュアル教育

システム※１５を積極的に導入し、現場のＤＸを実践的に学ぶことも一つの手段である。 

具体的な方法として、例えば水産科の視点から考えると、地元の漁協や水産関連企業と連携し、

漁場データの分析やＩｏＴデバイスの設置・管理、ブロックチェーンを活用した流通管理システムの

開発に参加するなどの実践機会を増やすことも重要であると考える。 

また、デジタル機器の活用は、国内外の地域や学校、学科の生徒との垣根を越えた遠隔・通信

教育を実践する上で有効な手段となる。例えば、海外の農業高校と連携し、互いの農業技術や気

候条件の違いをオンラインで学んだり、高度資格取得を目指す生徒向けに、専門家や指導力の高

い教員によるオンライン講座を実施したりするなど積極的に活用することで、大きな教育効果が期

待できる。 

 

３ グローバルな視点を持ち、持続可能な未来を創るリーダーシップの育成 

 

 

 

海外がより身近になった現代において、産業教育におけるグローバルな視点の育成は不可欠

である。県教育委員会はこの重要性を踏まえ、２つの留学支援事業を展開している。 

１つめの「世界とつながる高校生海外留学支援事業」では、令和５年度はアメリカ、台湾、ベト

ナム、シンガポールに各２０名ずつ、令和６年度はこれらの国々に加え、オーストラリア１０名の派遣

を追加し、海外で研修する機会を提供している。なお、専門学科からの参加人数は、令和５年度は

ベトナムで２名（宮崎商業高校、佐土原高校）、令和６年度は台湾に５名（宮崎商業高校、佐土原

高校、高鍋農業高校）、ベトナムに５名（宮崎商業高校、高鍋農業高校、都城工業高校、都城農業

高校、高千穂高校）、オーストラリアに６名（宮崎商業高校、宮崎農業高校、都城農業高校、日南

振徳高校、高千穗高校）である。 

２つめの「高校生留学促進補助事業」では、海外留学を行う生徒に対して、上限１００名を対象

に１名あたり１０万円の補助を行うもので、令和５年度は２９名（専門学科３名）、令和６年度は３７名

（専門学科４名）が活用した。 

 

 

 

○国内外での研修の参加・オンライン等を通じた体験学習の機会の設定 

○各専門教科の授業において、海外の文化や経済等に触れる機会の設定 

※１５【デュアル教育システム】若年者向けの実践的な教育・職業能力開発の仕組みとして、企業での実習と学校での授業等の教育を組合せて
実施することにより若者を一人前の職業人に育てる仕組みのこと。 
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また、海外研修以外にも、オンラインでの国際交流を活用した学びや、海外のビジネスの事例や

成功事例を教材として取り上げ、異なる文化や経済環境における課題解決の方法を学ぶことも効

果的である。 

さらに、県内においても外国人労働者や外国人観光客、移住者等との交流の場を設けるなど、

リアルな異文化体験を促すことで、身近な環境でもグローバルな視点を育み、国際的な視野を持

つ人材の育成が可能である。例えば、宮崎海洋高校では乗船実習における外地寄港地活動の中

で、水産・海洋関連施設や関連学校等との国際交流活動を実施することにより、国際的な視野を

持つ人材の育成が可能である。水産科としての学びに加え、寄港地での現地交流や異文化体験

を行うことで、国際的な視野を広げる機会を得ており、将来のグローバルな人材育成に大きく貢

献している。また、福祉科においても県内の福祉施設で働く技能実習生との交流も身近な環境で、

グローバルな視点を育むことが可能である。このように、生徒の資質・能力の向上については、高

い企画力が求められる。 

 

Ⅳ 宮崎県ならではの魅力ある学校（学科）のブランディング 

  １ 柔軟な教育プログラムとカリキュラム・マネジメントの検討 

 

 

 

これからの産業教育は、従来の枠組みにとらわれず、社会の変化に対応できる柔軟なカリキュ

ラムを構築することが求められる。産業界が求める人材像も、単一の専門分野に特化した人材か

ら、分野を横断しながら知識を応用し、協働できる人材へと変化している。農業科・工業科・商業

科・水産科・家庭科・福祉科といった専門分野を深めつつ、他分野と連携しながら学びを展開する

ことが、これからの時代に必要な教育の在り方である。 

そのためには、学科横断的な学びを積極的に取り入れ、学校や学科の垣根を越えた連携を推

進することが重要である。例えば、各学校で実施する課題研究発表会においては、学校や学科の

枠を越えた場を設定し、異なる視点からフィードバックを受ける機会を設けることで、より実践的な

学びに繋げることが可能である。また、異なる専門性を活かした共同プロジェクトの実施、遠隔・通

信技術を活用した学科間交流など、既存の取組に付加価値を加えながら、柔軟な教育プログラ

ムを構築することで学科横断的な学びが実現できるのではないだろうか。 

さらに、産業教育は学校内で完結するものではなく、実社会との結びつきによってその価値が

高まる。行政・産業界・地域と連携し、実践的な学びの場を創出することが重要である。例えば、現

在取り組んでいる課題研究や総合的な探究の時間において、産業界や地域の協力・支援を得た

り、生徒自身が積極的に地域課題の解決に取り組めるよう、行政や産業界と連携した課題解決

型学習（PBL）をカリキュラムとして設定する。また、各種コンテストや実践的なプロジェクトへの参

加を推奨し、学びを社会実装へとつなげる仕組みを構築することで、課題解決能力や提案力を育

むことができる。 

また、近年の日本においては、少子高齢化が急速に進み、医療・介護の需要が高まる一方で、

介護人材の不足が深刻な課題となっている。また、共働き世帯の増加や核家族化の進行により、

家庭内での育児や高齢者のケアに対する負担も大きくなっている。こうした状況の中で、家庭科や

福祉科の学びが果たす役割はますます大きくなっている。 

○行政・産業界・地域との連携を前提としたカリキュラムの検討 

○学科横断的な学びを取り入れたカリキュラムの検討 
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家庭科や福祉科においては、生活や福祉に密接に関わる知識を学ぶだけでなく、食品ロス削

減やエネルギー管理、金融リテラシーなど、持続可能な社会の実現に向けた視点を養う学びを行

っている。家庭科と福祉科の学びは、過去・現在・未来を通じて産業教育全体に関わる共通の要

素を含んでおり、農業科・工業科・商業科・水産科との連携を深めることで、地域社会の課題解決

や新たな価値創造に繋がる実践的な学びが期待できる。 

これらの取り組みを進めるためには、教育現場の柔軟性を高め、カリキュラム・マネジメントの在

り方を見直すことが不可欠である。時代の変化に適応した産業教育の充実を図るため、学習指導

要領の理念である「社会に開かれた教育課程」を踏まえ、学校、行政、産業界、地域が一体となり、

学びの枠組みを共に創り上げることが求められる。 

 

２ 学校や学科の垣根を越えた協働的な学びの促進 

 

 

 

ＤＸの推進や６次産業化の普及により、産業の分野を越えた融合や異業種間の連携が加速し

ている。このような時代の変化に対応するためには、産業教育においても、従来の枠組みにとらわ

れない新たな学びが求められる。具体的には、幅広い分野の知識を身に付け、それらを柔軟に関

連付けながら理解を深めることが不可欠である。そのため、学科の枠を越えた「学科横断的な学

び」の機会を設けること等により、生徒同士が互いの専門性を活かしながら協働し、より実践的な

学びを深めることが大切である。また、異なる分野の教員が連携し、学科を横断した学びを提供す

ることで、生徒は多角的な視点や創造的な思考を身に付けることが可能となり、教員自身もこうし

た取組を通じて複眼的な視野を養い、産業教育のさらなる発展に寄与するのではないだろうか。 

こうした協働的な学びが実現すれば、例えば、企業との連携においても、学科の枠を越えたチー

ムが地域の課題を発見し、解決策を提案するなど、実社会との結びつきを強めながら双方の専門

性を高めることが期待される。さらに、産業界では複数の分野の知識や技術が求められるため、

教育の仕組み自体も柔軟に変革していく必要がある。具体的には、入学後に基礎的な産業分野

を幅広く学び、その後、生徒の興味や適性に応じて専門的な学科やコースを選択できるような柔

軟なカリキュラムを検討することも有効ではないかと考える。 

これからの産業教育の強みは、まさにこの「連携」であると考える。学科の垣根を越えた学びを

推進することで、変化の激しい時代に対応できる柔軟で創造的な人材の育成を実現し、地域や産

業界とともに本県の未来を築いて欲しいと願っている。 
 

事例① 

宮崎農業高校では、文部科学省のマイスター・ハイスクール普及促進事業の指定を受け、「持

続的な食料システムを担う次世代リーダー育成」をテーマに研究を行っている。概要は、産業界と

学校との連携体制を構築し、同校が有する５学科（生物工学科、生産流通科、食品科学科、環境

工学科、生活文化科）の教育資源を相互に有効活用できる学科横断型の教育課程を開発するこ

とで、農業や食を領域とする産業界への興味関心を高めるとともに、高い専門性と幅広い視点を

備えた、未来の農業と食料の持続性を創造できる次世代リーダーの育成を目指すものである。 

 

○これからの時代に対応した新しい学科横断的な学びを検討 

○産業教育の発展には専門学科間の連携は不可欠 

具体的には、産業界等の連携のもと、各分野の最先端技術研修を行ったり、全学科横断的に国

内外における食料システムとその持続性に関する探究学習等に取り組んでいる。 
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事例② 

  小林秀峰高校や日南振徳高校の総合制専門高校においては、他学科の授業が学べるように、

週２時間の選択科目を設定している。  

※両校は、１つの学校に農業科、工業科、商業科、福祉科が設置されている。 

 

（参考）小林秀峰高校 商業マネジメント科の選択科目群 

        「農業と環境」「工業技術基礎」「工業情報数理」「プログラミング」「介護福祉基礎」 

 

       日南振徳高校 選択科目群 

        「農業と環境」「自動車工学」「工業技術基礎」「ビジネス実践」「プログラミング」 

「生活を支える介護」「地域共創未来学」 

 

  ３ 産業教育の存続とＰＲ   

     (1)学科の融合について 

 

 

 

産業の急激な変化に伴い、専門高校で求められる資質・能力も大きく変化している。これからの

職業人には、高度で実践的な専門性だけでなく、変化に適応する力や、生涯にわたって学び続け

る姿勢が不可欠である。そのためには、特定の専門分野にとどまらず、幅広い知識や技術に触れ

ることが重要である。特に、農業科・工業科・商業科・水産科・家庭科・福祉科といった異なる分野

の融合は、新たな発想や視点を生む大きな可能性を秘めている。 

例えば、農業科と商業科が融合した場合、お互いの教員と生徒が各々の学科の学びを行うこと

で、農業の６次産業化や地域の特産品を生かした商品開発、販売戦略を実践的・体験的に学ぶ

ことができるのではないか。 

同様に、水産科と商業科の融合により、地元の水産物を活用した加工品の開発やブランド化、

さらには国内外への販路開拓の実践を通じて、地域経済に新たな価値を創出することも考えられ

る。さらに、家庭科と農業科や水産科が融合することで、地元の農産物や水産物を用いた新たな

レシピ開発、栄養バランスに配慮した加工食品の研究、食育活動を通じた地域住民への健康支

援など、より身近で実生活に直結する取り組みも期待される。また、福祉科と工業科が融合した場

合、高齢者や障がい者の生活を支える福祉機器の開発につながるかもしれない。こうした学科間

の連携は、単なる技術や知識の共有にとどまらず、地域資源の有効活用と新たな雇用機会の創

出等の地域振興に寄与するのではないかと期待している。 

今後は、中学校卒業者の減少が進む中、学科の統合や再編を視野に入れた持続可能な教育

体制の構築も重要な課題である。本県の２つの総合制専門高校には、農業科、工業科、商業科、

福祉科の４つの学科が１つの学校に設置されているため、単独の専門高校に比べると連携がしや

すいのではないかと考える。今以上に、学科の枠を越えた学びを積極的に取り入れることで、より

多様な進路選択を可能にし、生徒一人ひとりの可能性を広げていただきたい。 

 

 

○関連する様々な学科の教科や科目が学べるカリキュラムの設定 

○地域協働による社会資源の活用 
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   (2)産業教育のＰＲについて 

 

 

 
 
  専門高校の学びは普通科高校に比べて特色が出しやすく、様々なコンテンツの作成が可能で

ある。特にＳＮＳを活用した情報発信は、閲覧者による二次的な拡散や共有等により、多くの人に

情報を届けることも期待できる。産業教育を効果的にＰＲするには、その特色や学びの成果を具体

的かつ魅力的に伝えることが重要である。産業教育を学んだ生徒は、何ができるようになったの

か、どのような学校生活を送ったのか、就職先や進学先等の情報発信を、ＳＮＳを活用したり、出前

講座等の対面で発信したり、ＨＰや学校パンフレット等で継続して行うことが重要であると同時に、

小中学生やその保護者の心に響くような発信内容の工夫も必要である。 

また、県教育委員会が県立高校のＰＲに制作したＨＰ「みやざき県立高校ナビ みやなび！」や、

宮崎県産業教育振興会※１６ＨＰ等の積極的な周知を行い、閲覧数を増やす方策の検討が必要で

ある。さらに、専門高校が一同に介する「宮崎県産業教育フェア※１７」は、参加型のＰＲイベントとし

て最も効果が高い。現在、１０年に１度の開催であるため、今後は開催時期を見直し、中高生が在

学中に１度は参加できるような工夫や、工業系団体が主催するイベント（展示会）のように、企業と

工業高校生が同会場でＰＲする企画を参考に、他の専門学科においても同様の機会を設けるな

ど、開催方法を検討する必要があると思われる。 

 

(3)学科名の検討について 

 

 

 

中学生やその保護者、進路指導を行う中学校教員にとって、専門高校の各学科で「どのような

学びができるのか」「どのような進路につながるのか」という情報は、進路選択の大きな判断材料

となる。特に農業科や工業科は、学びの範囲が広く、学校ごとに学科名が異なることも多いため、

名称だけでは具体的な学びの内容や将来の可能性が十分に伝わらない場合がある。これは他の

学科にも共通する課題であり、学科の魅力をより明確に伝える工夫が求められる。 

そのため、学校説明会や体験入学、出前授業、学校パンフレットの制作など、現在実施されてい

る取組を一層充実させ、「この学科で学ぶことで、どのような力が身に付き、どんな未来が拓ける

のか」を直感的に理解できるようにすることが重要である。その際、単なる情報提供にとどまらず、

中学生が自分の将来像を具体的に思い描けるようなストーリー性のある発信が求められる。 

とはいえ、まず優先すべきは「学びの中身をしっかり PR すること」である。その上で、学科名その

ものが中学生にとって学びのイメージをより直感的に想起させるものであるかどうかを再考し、必

要に応じて名称の統一や変更についても検討を進めるべきではないか。学科名の工夫によって、

専門高校の学びがより魅力的に映り、進路選択の幅を広げるきっかけとなる可能性も大いにある。 

 

 

○ＳＮＳを活用した積極的なＰＲ 

○小学生を対象とした体験入学を企画するなど、対象範囲を広げたＰＲの実施 

○産業教育フェアのような学科の学びがイメージできるイベントの定期的な開催 

※１６【宮崎県産業教育振興会】本県産業教育の充実・向上と振興、さらには産業界の若い有為な人材の育成等を目的として設立。会員企業
の会費で運営されており、特に、地区活動と生徒研究活動の充実に力を入れており産業教育を学ぶ生徒等に助成を行っている。 

※１７【宮崎県産業教育フェア】専門高校の特色ある教育活動の成果を発表する取組 
 

○各学科で「何を学ぶか」「何ができるようになるか」がイメージできるようにするため、学科

名の統一、または名称変更を検討 
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おわりに 

 

現在、産業教育は、社会情勢の急速な変化、情報化の進展、産業構造の高度化など、かつてな

い変革の中にある。これらに対応するためには、従来の枠組みにとらわれることなく、新たな視点と

手法を取り入れた教育が求められる。特に、地方創生やグローバルな視野を持つ人材の育成を

目指す産業教育は、地域社会の発展と生徒一人ひとりの未来をつなぐ重要な役割を担っている。 

本県では、近年の産業教育審議会における調査や審議を通じて、地域産業界と連携しながら、

実践的かつ持続可能な教育活動を推進する方針を明確にしてきた。その結果、地域の課題を発

見し、解決に向けて積極的に関与できる生徒を育成するための仕組みが整いつつある。 

こうした状況を踏まえ、「新たな時代を切り拓く産業教育」の実現には、最新のデジタル機器や

ＡＩの利活用、人材育成、魅力的な学科づくりなどの取り組みが鍵となる。特に、デジタル社会にお

いては、データやＩＣＴ技術を活用した生産・流通・管理の高度化、サービスの質の向上、環境負荷

の低減など、各産業分野の特性に応じたデジタル技術が駆使されている。そのため、高校生が産

業の最前線で活躍できる実践的なデジタルスキルを身につけることが求められる。加えて、地域

企業との連携やプロジェクト型学習を通じて、高校生が実社会における課題解決のプロセスを経

験できる教育体制を強化することも重要である。 

さらに、ＶＵＣＡの時代に対応するためには、柔軟性や適応力を育む教育が不可欠である。その

ため、クリティカルシンキング※１８などの思考力やリーダーシップ、デジタルリテラシー※１９を高めて

いくことが求められる。これらの力を伸ばしていくためにも、各学科の学びに加え、他学科との横断

的な学びを積極的に取り入れながら、異なる分野を学んだり、他学科の生徒と意見交換を行った

りしながら、多角的な視点を養うことが重要である。 

また、近年では、急速に進展するＡＩ技術の活用やカーボンニュートラルへの対応、地域課題解

決型のスタートアップ創出など、産業界の変化に即した教育の在り方が求められている。さらに、

九州では半導体関連企業が多く、今後はその分野での成長も期待されていることから、半導体産

業を支える人材育成にも注力し、地域産業と連携しながら先端技術を学ぶ機会を充実させること

も必要とされる。これからの産業教育では、これらの分野に関する学びを充実させるとともに、行

政・産業界・地域・教育機関が一体となって生徒の学びを支援する「共創型」の教育モデルを確

立することが重要である。 

本答申が示す新たな産業教育の方向性が、学びの環境を整え、地域社会と高校生の双方に

新たな価値を生み出し、未来を切り拓く原動力となることを願っている。宮崎県教育委員会におか

れては、本審議会の意図するところを十分に理解し、産業教育の一層の改善・充実に努められる

ことをお願いする。 

  
 

※１８【クリティカルシンキング】批判的（倫理的・理性的な考え方）な観点に立脚して物事を考えること。 
※１９【デジタルリテラシー】活用されているデジタル技術に関する知識があること、または、デジタル技術を活用する方法を知っていること。 
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宮崎県産業教育審議会への諮問について 
 

【諮問事項】 

 「新たな時代を切り拓く産業教育の在り方」について 

 

【諮問理由】 

本県産業を取り巻く環境は、人口減少・少子高齢化の進行により、次世代を担う人材の確

保・育成が困難な状況となってきており、ＡＩやデジタルを活用したビジネスモデルへの変

革が求められています。 

本県産業教育においては、デジタル時代に対応すべく最新の機器での授業や、産学官等と

連携して地域を学びのフィールドとした協働的な課題解決型学習等、地域に貢献する人材の

育成を目指した教育活動を実践しています。 

一方で、今年度の県立学校入学者状況を見ると、産業系学科を設置している全日制高校２

２校７３学科のうち、半数以上の３７学科で定員が未充足となっております。産業系学科で

学ぶ高校生は、将来の本県産業を支えていく貴重な存在です。 

そこで、変化の著しい時代を生き抜くためには、現状をチャンスと捉え、これまでの知識

や技術の習得に加え、創造力や探究的能力、アントレプレナーシップの育成等、実践的かつ

柔軟な教育プログラムの展開を図ることが重要です。さらに学校の垣根を超えた協働的学習

や学科間の融合によるイノベーションで地域課題を発見し解決を目指す取り組みなど、これ

までになかった産業教育の在り方を示す必要があると考えます。 

また、「ひなたの学び」を取り入れた本県ならではの新しい産業教育を展開することで、

これからのＶＵＣＡ
ブ ー カ

時代に対応できる力と地域社会の課題に当事者意識を持って解決し価値

創造に寄与することができる人材を育成し、産業を学ぶ生徒一人一人のウェルビーイングが

地域社会に広がり、その広がりが多様な個人を支え、将来に渡って世代を超えて循環する持

続可能な社会が実現できると確信します。 

このような観点から、今後の社会状況の変化を見据えた本県産業教育の在り方について検

討していただければと思います。 

なお、審議にあたっては、諮問理由を踏まえ、次の視点に基づいた具体的な検討をお願い

いたします。 

 

【審議の視点】 

 視点１ 地域の課題に当事者意識を持って学び続ける生徒の育成 

視点２ 持続可能で新たな産業教育を実践するための魅力ある学科や学校づくり 
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年 時期 審議会 専門委員会 内容

　8月２２日（木）
（10:00～12:00）

第１回

・審議会委員任命・委嘱
・産業教育審議会概要説明
・会長・副会長選出
・諮問および諮問理由等説明
・産業教育の現状説明
・諮問事項に関する意見発表
・専門委員会の設置承認

　９月１８日（水）
（１０：００～１２：００）

第１回

・産業教育審議会概要説明
・専門委員長・副委員長選出
・諮問理由等説明
・産業教育の現状説明
・第１回審議会報告
・諮問事項に関する意見発表

１０月２１日（月）
（１０：００～１２：００）

第２回
・第１回専門委員会での意見整理
・各視点に対する具体的な方策についての審議

１１月１２日（火）
（１０：００～１２：００） 第２回

・専門委員会報告
・答申の構成についての審議
・各視点に対する答申項目についての審議
※オンラインを活用しながら事前に意見集約を実施

１２月２３日（月）
（１０：００～１２：００）

第３回
・第２回審議会報告
・第２回専門委員会での意見整理
・答申内容についての審議

　１月２２日（水）
（１０：００～１２：００）

第４回

・第３回専門委員会での意見整理
・各専門分野に分かれて協議
・答申（素案）についての審議
※実施日以後は、オンラインを活用しながら加筆修正を
行う

　３月２５日（火）
（１３：３０～１５：３０）

第３回 第５回
・専門委員会報告
・答申（案）の確認

令

和

７

年

令

和

６

年

宮崎県産業教育審議会の経過内容
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令和６年度 宮崎県産業教育審議会 審議委員名簿 
（五十音順、敬称略） 

分野 氏名 役職名 任期 

学

識

経

験

者 

尾上
お が み

 和広
かずひろ

 
みやぎん経済研究所  
常務理事 

令和６年 8月１日から 

令和８年 7月 31日まで 

笠木
か さ ぎ

 秀樹
ひ で き

 
宮崎産業経営大学 経営学部 
教授  

同上 

栗原
くりはら

 俊朗
しゅんろう

 
宮崎県農業協同組合中央会 
会長 

同上 

黒木
く ろ き

 さゆみ 
合同会社 OtO（オト）代表
(MIYAZAKIVEGETABLELAND） 

同上 

是
これ

澤
ざわ

 喜
よし

幸
ゆき

 
宮崎県漁業協同組合連合会  
代表理事会長 

同上 

長門
な が と

 祥一
しょういち

 
宮崎日機装株式会社  
代表取締役社長 

令和６年８月１日から 

令和７年３月２４日まで 

柳本
やなぎもと

 明子
あ き こ

 
宮崎県中小企業同友会 
専門理事 
(株式会社ウェブサイト 代表)  

令和６年 8月１日から 

令和８年 7月 31日まで 

横山
よこやま

 幸子
さ ち こ

 
宮崎県社会福祉協議会  
副会長兼常務理事 

同上 

行
政
関
係
者 

川北
かわきた

 正文
まさふみ

 
宮崎県商工観光労働部  
部長 

同上 

袈裟
け さ

丸
まる

 未央
み お う

 
宮崎市総合政策部  
部長 

同上 

教
育
関
係
者 

今城
いまじょう

 真
ま

美
み

 
日南市立細田中学校  
校長  （県中学校長会代表） 

同上 

西國
にしこく

原
ばる

 総代
ふ さ よ

 
宮崎県立富島高等学校  
校長  （県立学校長協会代表）  

同上 

 

長門委員の宮崎日機装代表取締役社長の退任に伴い審議委員を解嘱した。 

新しい審議員として、宮崎日機装代表取締役新社長の中村干城氏に委嘱した。 

学  識 

経験者 
中村
なかむら

 干
たて

城
き

 
宮崎日機装株式会社  

代表取締役社長 

令和７年３月２５日から 

令和９年３月２４日まで 

 

16



令和６年度 宮崎県産業教育審議会 専門委員名簿 

（五十音順、敬称略） 

分野 氏名 役職名 任期 
手続 

事項 
備考 

学
識
経
験
者 

石原
いしはら

 祥子
しょうこ

 
イシハラフーズ株式会社  

代表取締役社長 

令和６年９月１日から

令和８年８月 31 日まで 新任 農業 

河野
か わ の

 洋一
よういち

  宮崎県経営者協会 専務理事 同上 新任 商業 

清水
し み ず

 径子
み ち こ

 
九州医療科学大学 社会福祉学部 

准教授 
同上 新任 福祉 

二宮
にのみや

 清子
き よ こ

 
ファイナンシャルプランナー 

J-FLEC認定講師 
同上 新任 

家庭

金融 

羽生
はにゅう

 宗
むね

浩
ひろ

 宮崎県工業会 事業担当課長 同上 再任 工業 

米村
よねむら

 輝一
こういち

朗
ろう

 黒瀬水産株式会社 常務付部長 同上 新任 水産 

教
育
関
係
者 

大迫
おおさこ

 昭彦
あきひこ

 宮崎工業高等学校 教諭 同上 新任 工業 

甲斐
か い

 久美子
く み こ

 都城商業高等学校 指導教諭 同上 新任 商業 

古賀
こ が

 智美
と も み

 門川高等学校 教諭 同上 新任 福祉 

作本
さくもと

 克
かつ

亮
あき

 宮崎海洋高等学校 主幹教諭 同上 新任 水産 

長谷川
は せ が わ

 千津
ち づ

 飯野高等学校 教頭 同上 新任 家庭 

古川
ふるかわ

 秀
ひで

幸
ゆき

 本庄高等学校 教頭 同上 新任 農業 
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宮崎県産業教育審議会  諮問事項並びに答申一覧  

                               （昭和50年度以降） 

諮問年月日 答申年月日 諮    問    事   項  

S52.8.27 S54.3.26 本県の高等学校における水産教育の改善について      

S54.11.20 S56.8.11 高等学校における職業教育振興のための進路指導につい 

S56.12.23 S58.11.4 本県の高等学校における家庭科教育の充実・改善について  

S58.9.21 S60.3.25 本県における農業関係高等学校・学科の適正配置について  

S62.11.19 H２.1.9 本県高等学校における水産教育の在り方について      

H2.6.2 H4.3.27 本県高等学校における今後の職業教育の在り方について   

H4.8.31 H6.3.17 職業教育の充実・振興を目ざす進路指導の在り方について  

H7.10.12 H10.3.3 21世紀を展望した工業教育の在り方について      

H11.1.22 H12.3.14 今後の魅力ある商業教育の在り方について  

H13.6.6 H15.2.13 21世紀を支える人材育成にかかわる家庭科教育及び福祉に関する学科の在り方について  

H15.8.5 H16.5.27 魅力と活力のある総合制専門高校の在り方について  

H17.7.13 H19.3.14 本県産業教育の今後の在り方について  

H19.9.4 H20.12.18 これからの本県農業教育の在り方について  

H21.9.2 H23.2.3 これからの本県工業教育の在り方について  

H23.10.18 H25.2.5 これからの本県商業教育の在り方について  

H25.10.28 H27.2.10 これからの本県家庭科教育の在り方について  

Ｈ27.11.4 H29.3.13 これからの本県水産・海洋教育の在り方について  

H29.10.16 H31.2.15 これからの本県産業教育の在り方について  

R1.10.18 R3.2.10 これからの本県農業教育の在り方について  

R6.8.22 R7.5.28 新たな時代を切り拓く産業教育の在り方について  

 

※令和３年度から令和５年度まではコロナ禍のため休会  
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近年の産業教育審議会を経た各学科（教科）での取組等 

年度 諮問事項 答申の主な内容 

２１・２２年度 

これからの本県工業教育の 
在り方について 

・社会の変化やニーズに柔軟に対応した工業教育 

・地域社会や産業界等と連携・協働した工業教育 

・環境資源等を生かした宮崎ならではの工業教育 

【具体的な取組例】 

・小中学生を対象としたものづくり教室や出前授業の実施、工業各系列での職員研修会の実施 

・卒業生による講演会や匠による技術指導、みやざきテクノフェアと工業フェアの同時開催 

・移動式太陽光発電システム製作、飫肥杉などの県産材を用いた作品製作や商品開発 

２３・２４年度 

これからの本県商業教育の 
在り方について 

・「おもてなしの心」を育む 

・「実践力」を育む 

・「戦略的思考力」を育む 

【具体的な取組例】 

・商業教育研究会における「戦略的思考力」を育むための研究会設置 

・地元商工会等と連携し、地域の課題解決に向けたビジネスプランの提案 

・高校生ビジネスプラングランプリ（日本政策金融公庫主催）等、企業や大学が主催する各種商

業教育関連イベントへのチャレンジ 

２５・２６年度 

これからの本県家庭科教育 

の在り方について 

・魅力と特色のある職業教育の実践 

・共通教科である家庭科教育の充実 

・生徒の実態と社会的ニーズを踏まえた指導力の向上 

【具体的な取組例】 

・６校に設置している家庭に関する専門学科を「生活文化科」に統一 

（平成 29年度入学生より） 

・小中高の家庭科教員による相互授業参観の実施 

・衣食住に関する基礎・基本を定着させる取組を 89％の教師が実施（平成 28年度） 

２７・２８年度 

これからの本県水産・海洋 
教育の在り方について 

・グローバル化や社会のニーズに対応した水産・海洋教育 

・宮崎ならではの水産・海洋教育 

・高い資質や能力を有した指導者の養成 

【具体的な取組例】 

・職員の長期研修の実施（県水産試験場等） 

・みなと祭りなどへの実習船の参加 

・環境に配慮した実習船の建造（予定） 

２９・３０年度 

これからの本県産業教育の 
在り方について 

・社会情勢の変化等に的確に対応する産業教育 

・地方創生に資する人財を育成する産業教育 

【具体的な取組例】 

・地域産業界や高等教育機関等との連携強化（地元企業と連携した実習等） 

・教科横断的な学習の充実（他教科と協働した学びを導入） 

・学習効果の最大化を図るカリキュラム・マネジメントの確立(R4商業の学科改編） 

元年・２年度 

これからの本県農業教育の 
在り方について 

・新学習指導要領に対応した宮崎ならではの農業教育 

・地域や社会の持続的な発展を担う職業人を育成する農業

教育 

【具体的な取組例】 

・農業教員人材育成システムの確立 

（若手教員への年 10回の研修プログラム、各部会における実験実習マニュアル作成等） 

・他学科（商業科、工業科）と連携した実践学習の展開 

（商品開発や栽培環境制御に関する取組等） 

・地域資源を活用した商品開発や、農福連携、小中学校への農業体験講座等地域振興に資す

る実践学習の展開 
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全国の専門高校の現状 

 

高等学校学科別生徒数・学校数（令和６年５月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全日制・定時制のみの統計である（通信制は含まれない）。 

※「当該学科を置く学校数」欄は、複数学科を置く学校について、それぞれの学科に計上した延べ数で

ある。 

※全国の全日制・定時制の高等学校のうち、職業教育を主とする学科を設置する高等学校は1,451校

である。 

（出典）文部科学省「令和6年度学校基本統計（学校基本調査報告書）」 
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高等学校卒業者の学科別進路状況（令和６年３月卒） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※就職者には就職進学者は含まれない。 

※就職者は自営業主等及び常用労働者（無期雇用労働者、有期雇用労働者） 

（出典）文部科学省「令和6年度学校基本統計（学校基本調査報告書）」 
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高等学校の産業別就職者数（令和６年５月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

高等学校の 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）文部科学省「令和6年度学校基本統計（学校基本調査報告書）」 

 

 

高等学校の学科別大学・短大等への進学者数（令和６年５月） 

 

 

 

 

（出典）文部科学省「令和6年度学校基本統計（学校基本調査報告書）」 

 

 

高等学校の学科別専修学校等への進学者数（令和６年５月） 

 

 
 

（出典）文部科学省「令和6年度学校基本統計（学校基本調査報告書）」 
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県立高等学校 学科の種類による分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県立高等学校 

全
日
制 

普通科 （体育コース、探究科学コース、文理科学コースを含む） 

 

文科情報科         理数科 
フロンティア科       サイエンス科 
メディカル・サイエンス科  探究科学科 

普通科系専門学科 
 

職業学科 

総合学科 

通
信
制 

定
時
制 

普通科 

職業学科 

普通科 

 
農業科    畜産科  
園芸科学科  畜産科学科 
食品科学科  食品工学科 
農業土木科  環境工学科 
生物工学科  生産流通科 
地域農業科  ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ科 
ﾌｰﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ科 

農業に関する学科 
 

 
商業マネジメント科 
情報ソリューション科 
グローバル経済科 
情報ビジネスフロンティア科 

商業に関する学科 
 

 
機械科    電気科 
建築科    土木科 
化学工業科  情報技術科 
通信工学科  電子機械科 
電気電子科  電子情報科 
化学環境科  建設ｼｽﾃﾑ科 
産業ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 インテリア科 
生産ｼｽﾃﾑ科 
情報制御ｼｽﾃﾑ科 
環境化学ｼｽﾃﾑ科 
 

工業に関する学科 
 

 
生活文化科 

家庭に関する学科 

 
海洋科学科 

水産に関する学科 

 
福祉科 

福祉に関する学科 

(単位制) 

(機械科、電気科、建築科) 工業に関する学科 

商業に関する学科 (商業科) 

(単位制) 

(単位制) 

(単位制) 
出典 
教育ネットひむかHP 
令和４年度県立学校紹介 はばたく君に！ 

 

職業学科 
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機械 １ 生活文化 １
電気電子 １
情報技術 １
土木 １
環境化学
システム１

延岡工業高校延岡商業高校
商業ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ２
情報ｿﾘｭｰｼｮﾝ ２

高千穗高校

情報ｿﾘｭｰｼｮﾝ １ 生産流通 １

門川高校

総合学科 ３ 福祉 １

日向工業高校
機械 １ 建築 １
電気 １

富島高校
商業ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 2
情報ｿﾘｭｰｼｮﾝ 2
生活文化 １

高鍋高校
生活文化 １

高鍋農業高校
園芸科学 １ 食品科学 １
畜産科学 １ フードビジネス １

佐土原高校
電子機械 ２ 情報技術 ２
通信工学 １ 産業デザイン １

宮崎農業高校
生物工学 １ 食品工学 １ 生活文化 １
生産流通 １ 環境工学 １

宮崎工業高校

機械 １ 生産システム １ 電気 １
インテリア １ 電子情報 １ 化学環境 １
建築 １

宮崎商業高校
商業ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 4 情報ｿﾘｭｰｼｮﾝ 2 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ経済 1

宮崎海洋高校
海洋科学 ３

日南振徳高校
地域農業 １ 商業ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ  1 情報ｿﾘｭｰｼｮﾝ  1
機械 １ 電気 １   福祉    １

都城工業高校

機械 １
情報制御システム １
電気 １
建設システム １
インテリア １
化学工業 １

小林秀峰高校

商業ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 2
情報ｿﾘｭｰｼｮﾝ 2

都城商業高校

農業 １ ライフデザイン１
畜産 １ 農業土木 １
食品科学 １

高城高校

生活文化 １

都城農業高校

生活文化 １

飯野高校

農業     １
機械     １
電気     １
商業ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 1
情報ｿﾘｭｰｼｮﾝ   1
福祉     １

本庄高校
総合学科 ３

妻高校

情報ビジネス
フロンティア ２

福祉 １

学科別１学年あたり学級数

農業科 工業科 商業科 水産科 家庭科 福祉科 総合学科 合計

16 31 26 3 6 4 6 92
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 令和６年度
 宮崎県立高等学校生徒募集定員      宮崎県教育委員会

（１）全日制の課程 （２）定時制の課程

学校名 定員 計 学校名 定員 計 学校名 学科名 定員 計

高 千 穂 80 宮崎工業 40 延岡青朋 普　　通 40

40 40 商　　業 40 80

40 160 40 富    島 商　　業 40 40

延    岡 160 40 宮 崎 東 普　　通

80 240 40 （昼） 80

延岡星雲 160 40 （夜） 40 120

40 200 40 280 宮崎工業 機　　械 40

延岡工業 40 宮崎商業 160 電　　気 40

40 80 建　　築 40 120

40 40 280 都城泉ヶ丘 普　　通 40

40 宮崎海洋 120 120 商　　業 40 80

40 本    庄 120 120

40 240 小    林 120 440

延岡商業 80 40 《注》（昼）は昼間の部

80 160 40 200 《注》（夜）は夜間の部

門　　川 120 小林秀峰 40

40 160 40

日    向 160 40  （３）通信制の課程

40 200  40 学校名 学科名 定員 計

富    島 80 40 延岡青朋 普　　通 250 250

80 40 240 宮 崎 東 普　　通 350 350

40 200 飯    野 80

日向工業 40 40 120 600

40 都城泉ヶ丘 200

40 120 80 280

高    鍋 160 都 城 西 200

40 40 240

40 240 都城農業 40

高鍋農業 40 40

40 40

40 40

40 160 40 200

妻 120 都城工業 40

40 40

80 40

40 280 40

佐 土 原 80 40

40 40 240

80 都城商業 80

40 240 80 160 　

宮崎大宮 280 高    城 80

80 360 40 120 　

宮 崎 南 280 日    南 120

80 360 40 160

宮 崎 北 280 日南振徳 40

40 320 40

宮 崎 西 240 40 　

120 360 40

宮崎農業 40 40

40 40 240

40 福    島 120 120

40

40 200 7320

※県立宮崎西高等学校理数科の募集人員１２０名には、同附属中学校からの入学者を含む。

※県立都城泉ヶ丘高等学校理数科の募集人員８０名には、同附属中学校からの入学者を含む。

産業ﾃﾞｻﾞｲﾝ

普　　通

生産流通

普　　通

サイエンス

文科情報

インテリア通信工学

商業マネジメント

（文理科学コース）

食品工学 普　　通

普　　通

フロンティア

普　　通

情報技術

建設ｼｽﾃﾑ

食品科学

ﾌｰﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ

園芸科学

情報ソリューション

福　　祉

化学工業

畜産科学

電子機械

普　　通

普　　通

情報制御システム

電　　気

電　　気

フロンティア

普　　通

理　　数

普　　通

情報ビジネスフロンティア

食品科学

農業土木

建　　築

機　　械

探究科学

農　　業生活文化

畜　　産

ライフデザイン

情報ソリューション

福　　祉

全日制合計

フロンティア

電　　気

商業マネジメント

商業マネジメント

理　　数

生物工学

通信制合計機　　械

情報ソリューション

普　　通生活文化

生活文化

福　　祉

農　　業

(体育ｺｰｽ)

情報ソリューション

普　　通

機　　械

定時制合計普　　通

総合学科

（探究科学ｺｰｽ）

環境化学システム

海洋科学

生活文化

商業マネジメント

総合学科

電気電子

情報技術

情報ソリューション

土　　木

グローバル経済

普　　通 化学環境

フロンティア インテリア

機　　械 商業マネジメント

情報ソリューション 電　　気

普　　通 電子情報

メディカル・サイエンス 建　　築

学科名 学科名

普　　通 機　　械

生産流通 生産システム

福　　祉

生活文化

環境工学

地域農業

電　　気

商業マネジメント

普　　通

生活文化

普　　通

（探究科学ｺｰｽ）

機　　械

情報ソリューション
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２ 学科の概要 

 

【農業に関する学科】 

 分野 

学校名 学科名 栽 培 畜 産 食 品 農業土木 林 業 ﾌｰﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ 

高千穂 生産流通 ○ ○      

門川 総合 ○  ○  ○   

高鍋農業 

園芸科学 ○       

畜産科学  ○      

食品科学   ○     

フードビジネス      ○  

本庄 総合 ○  ○     

宮崎農業 

生物工学 ○       

生産流通 ○       

環境工学    ○    

食品工学   ○     

小林秀峰 農業 ○ ○ ○     

都城農業 

農業 ○       

畜産  ○      

食品科学   ○     

ライフデザイン       ○ 

農業土木    ○    

日南振徳 地域農業 ○  ○     

※各分野の概要（取り扱う品目等は学校・学科によって異なる） 

 

栽培分野･･･作物や野菜、草花、果樹の栽培を通して、農業に関する知識や技術を身につける。 

畜産分野･･･牛や豚、鶏等の家畜・家きんの飼育を通して、畜産に関する知識や技術を身につける。 

食品分野･･･農畜産物の加工食品製造を通して、食品に関する知識や技術を身につける。 

農業土木分野・・・農業における生産環境や農村環境を整備する農業土木に関する知識や技術を身につける。 

林業分野･･･森林や林産加工の実践的な学習を通して、林業に関する知識や技術を見につける。 

フードビジネス分野・・・農産物の生産から加工流通、販売を通して、農業の６次産業化に関する知識や技術を身につける。 

ライフデザイン分野・・・園芸・福祉・食生活に関する学習を通して、ヒューマンサービスに関する知識や技術を身につける。 

 

【水産に関する学科】 

学校名 学科名 コース名 コース概要 

宮崎海洋 海洋科学 

航 海 技 術 船舶の運航（航海）に関する知識や技術を身につける。 

機 関 工 学 船舶の運航（機関）に関する知識や技術を身につける。 

海洋資源・環境活用 海洋生物や海洋環境、栽培漁業に関する知識や技術を身につける。 

マリンフード 水産物の加工や食品製造及び流通に関する知識や技術を身につける。 

※２年次より、生徒が自身の興味・関心、進路希望に適したコースを選択し、その分野について専門的に学習する。 
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【工業に関する学科】 

 
 学校名 

学科名 延岡工業 日向工業 佐土原 宮崎工業 小林秀峰 日南振徳 都城工業 

機
械
系 

機械 ○ ○  ○ ○ ○ ○ 

電子機械   ○     

生産ｼｽﾃﾑ    ○    

情報制御ｼｽﾃﾑ       ○ 

電
気
系 

電気  ○  ○ ○ ○ ○ 

電気電子 ○       

電子情報    ○    

情報技術 ○  ○     

通信工学   ○     

建
築
土
木
系 

建築  ○  ○    

建設ｼｽﾃﾑ       ○ 

土木 ○       

化
学
系 

環境化学ｼｽﾃﾑ ○       

化学環境    ○    

化学工業       ○ 

イ
ン
テ
系 

インテリア    ○   ○ 

産業ﾃﾞｻﾞｲﾝ   ○     

※宮崎工業高校定時制・・・機械科、電気科、建築科  
 

機 械 科・・・・・・機械の製造に必要な基本的な知識や技術を学ぶ。 

電 子 機 械 科・・・・・・ロボットに代表されるようなメカトロ機械の製作について学習する。 

生 産 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 科・・・・・・生産技術分野に必要な機械・電気・電子・情報分野を総合的に学習する。 

情報制御ｼｽﾃﾑ科・・・・・・・機械・電子・情報の生産技術分野において、総合的な知識・技術を広く学び、ロボット等の 

設計・制作技術・制御プログラミングまで幅広く学習する。 

電 気 科・・・・・・人々の生活に必要不可欠な電気エネルギーについて学ぶ。 

電 気 電 子 科・・・・・・電力に関することと電気通信に関することを学ぶ。 

電 子 情 報 科・・・・・・コンピューターを作る技術と使う技術を学ぶ。 

情 報 技 術 科・・・・・・コンピューターの使い方や内部の構造、そしてプログラミングの技術を学ぶ。 

通 信 工 学 科・・・・・・電気通信技術とコンピューター技術を融合し情報通信に関する基礎的、基本的な知識と技術 

を学ぶ。 

建 築 科・・・・・・自宅からビル、マンションに至るまでの様々な建築物の構造や設計などの基礎知識を学ぶ。 

建 設 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 科・・・・・・人々が安全で快適な生活するために必要な建築物、社会基盤(インフラ)整備の計画・設計 

について学ぶ。 

土 木 科・・・・・・人々が都市において安全で快適に生活するために、なくてはならない社会基盤(インフラ)整備 

の計画・設計について学ぶ。 

環境化学ｼｽﾃﾑ科 

化 学 環 境 科      

化 学 工 業 科      

イ ン テ リ ア 科・・・・・・快適な室内空間を創造するための学習をし、家具インテリアのデザイン・設計・制作について 

学ぶ。 

産業 ﾃﾞｻﾞｲﾝ科・・・・・・心に浮かんだイメージやアイディアを形にして見えるようにする手法を学ぶ。 

 

 

 

資源やエネルギーを有効に活用し、日常生活に欠かせない様々な製品の材料を開発・製造する 

ための技術を学ぶ。 
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【商業に関する学科】 

 学校名 

学科名 高千穗 延岡商業 富島 妻 宮崎商業 小林秀峰 日南振徳 都城商業 本庄 

商業ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ  ○ ○  ○ ○ ○ ○ 
総合学科 

系列 
 

ﾋ゙ ｼ゙ ﾈｽ 
ｲﾉﾍ゙ ｼーｮﾝ 

情報ｿﾘｭｰｼｮﾝ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 

ｸ゙ ﾛー ﾊ゙ ﾙ経済     ○    

情報ﾋﾞｼﾞﾈｽ 
ﾌ ﾛ ﾝ ﾃ ｨ ｱ 

   ○     

※定時制に商業科のある学校・・・都城泉ヶ丘、富島、延岡青朋 
 

商 業 マネジメント科・・・・簿記・会計及び経済に関する分野を統合し、一層の専門力を身につけるとともに、地域創 

生に寄与できる新しい学びに取り組む。 

（旧商業科・会計科・経営科学科・流通経済科・国際経済科の学びを統合） 

情報ソリューション科・・・・プログラミングを中心に高い専門力を身につけるとともに、ビッグデータを分析・加工し、 

経営上の意思決定に役立てる手法や技術の習得に取り組む。 

（旧経営情報科の学びを改編） 

グローバル経 済 科・・・・世界を視野に経済のグローバル化に適切に対応して、様々な視点から経済社会の動向 

や経済に関する理論などを関連付けて分析する学びに取り組む。 

（宮崎商業高校の旧国際経済科の学びを改編） 

情報ビジネスフロンティア科・・・・商業の各分野に関する知識・技術を習得し、情報社会に対応できる創造的な能力と実 

践的な態度を育成する学びに取り組む。 

（平成２９年、西都商業と妻高校合併し （新）妻高校の新設に伴う学科新設） 

 

商業マネジメント科・情報ソリューション科・グローバル経済科 

令和４年度入学生から新学科で学ぶ。令和６年度は全校生徒が新学科で学ぶ完成年度の年。 

情報ビジネスフロンティア科 

平成３０年４月入学生から新学科で学ぶ。（２年時はコース制：ITビジネスコース、ビジネスマネジメントコース） 

 

【家庭に関する学科】 

 学校名 

学科名 延岡工業 富島 高鍋 宮崎農業 飯野 高城 本庄 門川 

生活文化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
総合学科 
系列 
ﾗｲﾌﾃ゙ ｻ゙ ｲﾝ 

総合学科 
系列 
生活科学 

 
生活文化科・・・生活技術に必要な知識と技術を学び、生活文化を伝承し、創造力を育て、生活をデザインできる学びに 

取り組む。（学校によっては２年次より食物・被服・保育などコースに分かれて学ぶ） 

 

【福祉に関する学科】 

 学校名 

学科名 門川 妻 小林秀峰 日南振徳 都城農業 本庄 

福祉 ○ ○ ○ ○ 
ライフ 
デザイン科 

総合学科 
系列 
ﾗｲﾌﾃ゙ ｻ゙ ｲﾝ 

 
福 祉 科・・・社会福祉に関する知識・技術を習得し、看護実習をとおして更なる専門力を深め、地域を愛する心を 

持った福祉の人材の育成に取り組む。高校３年１月に介護福祉士の国家試験を受験する。 
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【総合制専門高校】 

 農業 工業 商業 福祉 

学校名 農業 地域農業 機械 電気 商業ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ 情報ｿﾘｭー ｼｮﾝ 福祉 

小林秀峰 ○  ○ ○ ○ ○ ○ 

日南振徳  ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

小林秀峰高校 

・平成１７年 小林工業（工業）と小林商業（商業）の募集停止 総合制専門高校設置を公表 

・平成１８年 高原高校（農業、福祉）の募集停止 総合制専門高校に再編成 

・平成２０年 小林秀峰高校開校 

 

日南振徳高校 

  ・平成１８年 南那珂地区総合制専門高校開設準備委員会を設置 

日南農林高校（生物工学科、森林科学科、福祉科） 

日南工業高校（機械科、電気科、工業化学科、建築科、生活工学科、建築環境科） 

日南振徳商業高校（商業科、情報処理科） 

  ・平成２１年 日南振徳高校開校 

 

 

【総合学科】 

普通科と専門学科に並ぶ第三の学科として、1994 年(平成 6 年)から導入。総合学科では高校で必修とされている

科目や、総合学科で履修しなければいけない科目のほかに、総合選択科目や自由選択科目といった普通科では学ぶこ

とのできない科目を自由に選んで学ぶことができる。 

原則として必要な単位を履修すると卒業できる単位制で、1年生は必修科目を中心に学び、2年生からは選択科目を

中心に学ぶが、本県では、系列という生徒の興味・関心や進路希望に合わせて関連の深いいくつかの科目をまとめたグ

ループに分かれて学んでいる。例えば、大学進学を目指す系列や栽培や食品加工を学ぶ系列、医療やスポーツを学ぶ

系列、被服や保育、福祉などを学ぶ系列などがある。 

 

門川高校 

・平成３年  農業科・食品製造科の募集を停止し、総合学科を新設 

・総合学科系列（栽培ﾋﾞｼﾞﾈｽ、食品加工、生活科学、健康ｽﾎﾟｰﾂ）＋福祉科（独立した学科） 

   

本庄高校  

・平成１７年 生物林学科 食品科学科、福祉科の募集を停止し、総合学科を新設 

・総合学科系列（ｱｶﾃﾞﾐｯｸﾌﾛﾝﾃｨｱ、ﾌｰﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ、ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、ﾗｲﾌﾃﾞｻﾞｲﾝ） 
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就職に関するデータ 令和６年３月末データ 

 

１ 令和６年３月県立高等学校卒業者の就職状況（学科別）  ※高校教育課集約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

卒業者

（人） 県内 県外 小計 県内 県外 小計 県内 県外 小計

普　通 1,260 75 28 103 69 27 96 92.0% 96.4% 93.2% 96.8%

農　業 273 118 37 155 116 39 155 98.3% 105.4% 100.0% 100.0%

工　業 900 284 316 600 281 318 599 98.9% 100.6% 99.8% 99.9%

商　業 270 55 35 90 56 32 88 101.8% 91.4% 97.8% 99.4%

水　産 50 18 25 43 17 24 41 94.4% 96.0% 95.3% 91.7%

家　庭 11 3 2 5 3 2 5 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

福　祉 20 9 0 9 9 0 9 100.0% － 100.0% 100.0%

総　合 278 2 0 2 1 0 1 50.0% － 50.0% 100.0%

その他 82 42 8 50 38 12 50 90.5% 150.0% 100.0% 100.0%

　計 3,144 606 451 1,057 590 454 1,044 97.4% 100.7% 98.8% 99.2%

普　通 1,299 41 6 47 39 6 45 95.1% 100.0% 95.7% 98.5%

農　業 213 77 14 91 75 15 90 97.4% 107.1% 98.9% 100.0%

工　業 197 54 44 98 54 44 98 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

商　業 577 160 49 209 153 49 202 95.6% 100.0% 96.7% 98.9%

水　産 8 2 4 6 2 4 6 100.0% 100.0% 100.0% 95.5%

家　庭 172 30 7 37 31 7 38 103.3% 100.0% 102.7% 100.0%

福　祉 54 26 0 26 26 0 26 100.0% － 100.0% 96.6%

総　合 299 4 0 4 4 0 4 100.0% － 100.0% 100.0%

その他 54 28 2 30 28 2 30 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

　計 2,873 422 126 548 412 127 539 97.6% 100.8% 98.4% 99.2%

普　通 2,559 116 34 150 108 33 141 93.1% 97.1% 94.0% 97.4%

農　業 486 195 51 246 191 54 245 97.9% 105.9% 99.6% 100.0%

工　業 1,097 338 360 698 335 362 697 99.1% 100.6% 99.9% 99.9%

商　業 847 215 84 299 209 81 290 97.2% 96.4% 97.0% 99.1%

水　産 58 20 29 49 19 28 47 95.0% 96.6% 95.9% 92.7%

家　庭 183 33 9 42 34 9 43 103.0% 100.0% 102.4% 100.0%

福　祉 74 35 0 35 35 0 35 100.0% － 100.0% 97.8%

総　合 577 6 0 6 5 0 5 83.3% － 83.3% 100.0%

その他 136 70 10 80 66 14 80 94.3% 140.0% 100.0% 100.0%

　計 6,017 1,028 577 1,605 1,002 581 1,583 97.5% 100.7% 98.6% 99.2%

7,260 1,182 1,021 2,203 1,189 997 2,186 100.6% 97.6% 99.2%

　就職決定者数（人） 　決　定　率 昨年
同期

男
　
　
　
子

女
　
　
　
子

合
　
　
　
計

昨年同期

学科名
　　就職希望者（人）
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２ 令和６年３月県立高等学校卒業者の就職状況（産業別）  ※高校教育課集約 
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３ 令和６年３月県立高等学校卒業者の就職状況（学科別）  ※高校教育課集約 
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令和５年度３月卒業生の県立学校学科別進学状況（定時制含む）　高校教育課調べ

卒業者数 進学者総数 大学・短大 専修・各種学校

農業科 487 233 68 165

工業科 964 391 177 214

商業科 844 535 258 277

水産科 58 7 4 3

家庭科 184 138 55 83

福祉科 74 39 13 26
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進学者数 福祉に関する学科への進学者数

宮崎大学、佐賀大学、 明治大学

南九州大学、 鹿児島大学、宮崎国際大学 等

宮崎大学、宮崎公立大学、九州医療科学大学

大分大学、鹿児島県立大学、山口大学

中央大学、下関市立大学、駒沢大学 等

九州医療科学大学、文化学園大学

南九州大学、宮崎学園短期大学

福岡こども短期大学、精華女子短期大学 等

日本文理大学、西日本工業大学、福岡工業大学

九州産業大学、久留米工業大学、宮崎大学

東京通信大学、大分大学、広島工業大学 等

唐津海洋技術専門学校

波方海洋技術専門学校

清水海洋技術専門学校

愛媛県立宇和島水産高等学校

九州看護福祉大学

宮崎学園短期大学、純真短期大学

宮崎保健福祉専門学校

鹿児島第一医療リハビリ専門学校
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産業教育ＰＲのためのＨＰ 

 

みやざき県立高校ナビ みやなび！ 

https://himuka.miyazaki-c.ed.jp/miyanavi/ 

 

 

 

宮崎県産業教育振興会 

https://cms.miyazaki-c.ed.jp/ssc053/ 

 

 

 

文部科学省 専門が校ってどんなところ？ 

https://www.youtube.com/watch?v=KCLkZSwqo8M 

 

 

 

文部科学省 専門高校の先生になりませんか？ 

  https://www.mext.go.jp/vocational_education/ 

 

 

 

文部科学省 専門高校インスタグラム @mext_sangyo 

 

 

 

 

 

文部科学省 専門高校の授業実践 マナビカエル 

https://www.mext.go.jp/manabikaeru/ 

 

 

 

文部科学省 教科別オンライン教材 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/shinkou/online.html 

 

 

https://www.instagram.com/mext_sangyo?igsh=MWsxZ2gzOTZie

TV5cg%3D%3D&utm_source=qr 
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連携に関する情報 

 

一般社団法人宮崎県工業会 

https://www.mia.or.jp/ 

 

 

 

公益財団法人宮崎県産業振興機構 

https://www.mepo.or.jp/ 

 

 

 

 

金融広報アドバイザー 講師無料派遣 

https://www3.boj.or.jp/miyazaki/kinkoui/advisor.htm 

 

 

 

宮崎経済同友会 

http://miyadou.miyazaki.ch/ 

 

 

 

 

宮崎県経営者協会 

http://keikyo.miyazaki.ch/ 

 

 

 

 

宮崎県工業技術センター／宮崎県食品開発センター 

https://www.iri.pref.miyazaki.jp/ 

 

 

 

宮崎県商工会議所連合会 

https://www.miyazaki-cci.or.jp/ 
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